〔要　求〕
	３．自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善

⑴　地域医療体制の確立

＜地域医療関係＞　

①　地域の医療機関を確保し、医療過疎をつくらないこと。

②　地域医療・在宅医療の充実と長期化するコロナ禍に対応するため、医療従事者の人材確保に努め、時間外労働の縮減、平均ではなく個々の月夜勤回数の減少に努めること。また、離職理由についても調査し対処すること。

③　地域事情等が考慮されていない厚生労働省が公表した「公立、公的病院の再編統合の再検証」病院名の公表について、それに基づいた病院再編・統合は行わないこと。

④　看護職員の夜勤配置については、緊急時や容体急変患者の対応、職員の負担を軽減することを考慮し、業務量にあった人員を配置とすること。緊急に看護師１人が対処している状況でも２人でその他の患者の対処ができるよう３人以上の配置を検討すること。

⑤　医事業務が経営の中枢を担っていることから、専門的な業務と位置づけ、病院の運営強化となるよう人材育成・人員配置に努めること。

⑥　委託業者の変更および、委託業務内容の変更が生じる場合は、事前協議を行うこと。

⑦　医療法改正に伴う医療技術職のタスクシフト・シェアについて、研修に係る費用は医療機関負担とし、所定労働時間外に行われる研修は勤務扱いとすること。また、タスクシフト・シェアを実施していくにあたっては、特定の職種に負担が集中することがないよう、業務量や負担に応じて必要な人員確保すること。

⑧　地域医療を守る観点からも、公立病院に対する繰入れについて、基準額分については全額繰り出しすること。特にコロナ禍にあっては経営状況が不安定になることから、必要に応じてさらなる繰り出しを行うこと。

⑨　保健所職員の人員について、最低でも地方交付税算定における衛生費（保健所費、感染対策費、衛生研究費）の積算根拠をもとに算定された職員数を確保するとともに、2021年度の地方財政計画で示された増員分を確保すること。また、保健所運営においては、感染症対応だけでなく、地域における健診・検診や健康教育、その支援的な業務を含めて本来的に人員が足りていないため、保健所機能強化にむけ人員確保を行うこと。

　（⑨については保健所を自治体で有している単組のみ該当）


〔解　説〕
⑴　公立・公的病院の情勢について、厚生労働省は、2019年９月26日に開催された第24回「地域医療構想に関するワーキンググループ」で病院の再編統合の「具体的対応方針の再検証」を要請し、該当する公立・公的医療機関名を発表しました。再検証を要請した医療機関は424病院、北海道で対象となった医療機関は54病院となった。その分析方法は、人口100万人以上の区域を除き、全国一律の基準による「診療実績」「類似かつ近接の医療機関の状況」だけで検討しており、過疎地や不採算地区など真の地域医療を担っている公立病院を正確に評価しているものとは言い難いものでした。当初の提案では2020年の９月ころをめどに再検証する方針でしたが、新型コロナの影響で現段階でも延期となっています。しかし、廃止ではなく延期ということから予断をゆるさない状況と言えます。
そして、2021年10月、総務省は「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化に関する検討会」を設置し、公立病院に対する新たなガイドラインの策定に向け、感染症対応の視点も含めた地域医療の確保と公立病院の在り方に関する議論を開始しました。今回のコロナ禍において、地域性、特に広大な地域をカバーしなくてはいけない北海道では公立・公的病院の役割が大きいことが認識されています。地域の実情を無視した統合・再編による、地域医療の崩壊とならないよう、注視する必要があります。

①　再編統合などが進むと、医療機関がない地域ができ、医療過疎となります。地域住民の安全・安心を守るためにも地域医療の確保が必要と言えます。

　②　新型コロナに対応し、地域医療を守るため、慢性的な医療従事者不足の解消が必要です。2019年度日本看護協会の調査によると、公立病院の正規職員離職率は8.5％で前年よりも0.7％増えています。公立病院は夜勤があるところも多く、時間外労働の増加や夜勤回数の増を理由とした離職も見受けられます。その他にも離職の理由があると思われますので、離職理由を聞き取り、課題を明確にし、人材確保のための処遇改善を求めていきます。
③　※上記の情勢を参照
　④　②でも記載しましたが、看護師の処遇改善の中で夜勤は大きな課題となります。配置人数が少ないことにより緊急入院などが入ると手が足りなく、個々に係る負担が大きくなることも報告されています。勤務内容を考えたなかで、３人以上の配置が望ましいと考えます。
　⑤　現在の病院経営の健全化には診療報酬に関する知識など医事業務に精通した職員が重要な存在となっています。長期的な目線で人材を確保、育成することを求めます。
　⑥　経営形態の変更は勤務条件の変更が伴う場合も想定されます。事前に協議するよう求める必要があります。
⑦　衛生医療評議会の調べでは、医療技術職のタスクシフト・シェアの研修に関わって実費負担や自己研鑽として扱われている事例が報告されています。今回のタスクシフト・シェアは医師の働き方改革による負担軽減策ですが、コメディカル職員の負担増となる可能性があります。国の方針による制度改正ということから、研修にかかる旅費や費用については組合員の負担とならないよう対応を求めていきます。また、新たな業務が医療技術職の負担とならないよう、職場段階での業務量等を整理したうえで導入することも求める必要があります。

　⑧　公立病院への実際の繰出し額が、基準繰出し額に満たない医療機関が見受けられます。また、コロナ禍の経営状況悪化に対し、政策医療の必要経費が交付税措置されていること、地方創生臨時交付金が病院への臨時の繰出しに活用できることになっています。病院の安定的運営に必要な予算を確保するよう繰り出し金、交付税額について当局に確認する必要があります。
　⑨　保健所機能、衛生研究所機能の充実が求められており、2021年度地方財政計画において、保健所の恒常的な人員体制強化をはかるため、感染症対応業務に従事する保健師を2021年度から２年かけ　て約900名増やし、これまでの1.5倍の約2,700名に増員することとしています。保健所の人員については、従前から交付税算定の積算基準を満たしていない自治体もあります。コロナ禍により感染症業務以外においても過度な業務負荷となっている部署もあることから、人員拡充が急務と言えます。

〔要　求〕
	３－⑴　地域医療体制の確立
＜新型コロナ関係＞

①　新型コロナ対応している医療従事者に対し、従事している職員とその家族の安全のため、定期的にＰＣＲ検査を実施すること。

②　従事する職員、関連する業務に従事する職員の特別勤務手当（防疫作業手当）について、なだ支給対象としていな自治体については、2020年３月18日の総務省からの通知のとおり、適切に対処すること。

③　安心して働くため、院内保育園など子供を預けられる体制を構築すること。

④　ワクチン接種による副反応により勤務することが困難な場合には、職免等の措置を講ずること。

⑤大規模災害や新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う看護師などの医療従事者派遣について、派遣される職員の労働条件、安全保障を確認し、所属する病院がすべての責任を持って対応すること。


〔解　説〕
⑴　収束の見えないコロナ禍において、各医療機関ではこれまでの経験も踏まえ、変異株による感染者の増加に対する病床確保や看護師の配置、３回目のワクチン接種体制の確保など状況に応じた対応が講じられており、医療従事者の対応力の高さが伺えます。医療従事者の処遇についても、防疫作業手当の支給や、ワクチン接種による副反応時の休暇、差別偏見への対応など行っていきました。多くの医療機関でこれらの処遇改善が行われていますが一部の医療機関ではまだ改善されていないところもあります。今期の要求により、新型コロナに対する処遇改善策の確認をする必要です。

①　新型コロナは無症状の時も多く、知らない間に感染を広げることもあることから、現場の職員は常に自分が感染していないか、家族に感染させないか不安のなか勤務をしています。不安の解消のためにも、定期的な職員への検査実施を求めます。

②　新型コロナ対応をしている職員に対し、国と同様に防疫作業手当を支給するよう各単組で求め、多くの単組で支給がされています。しかし、まだ条例化されていない自治体もあることから、支給について求めていきます。
また、昨年11月30日に人事院規則の一部改訂により、新たに対象が拡充されましが、手当額が※１低く設定されています。これは国が新たな業種に対しての制度拡大であり、金額の低い方に移行する主旨のものではありません。2020年３月18日の総務省通知に基づいた対応とするよう求めます。

※1　これまでの特例措置に二項として追加、「新型コロナウイルス感染症から国民の生命および健康を保護するために行われた措置に係る作業（前号に掲げるものを除く）のうち、新型コロナウイルス感染症の患者若しくはその疑いのある者に接して行う作業又はこれに準ずる作業であって、人事院が定めるもの」とし金額については「1,000円（新型コロナウイルス感染症の患者またはその疑いのある者の身体に接触して行う作業に長時間にわらり従事した場合は1,500円）」

③　これまでは、定員などにより子供を保育園に預けることができず、職場復帰できないなどの事例を解決するため、院内保育園の設置を求めてきましたが、コロナ禍にあって安心して子供をあずけられる環境整備としても院内保育園の必要性を求めていきます。

　④　ワクチン接種による副反応が生じた場合について、総務省は2021年５月21日に「新型コロナワクチン接種にともなう副反応が生じた場合の休暇ぼ取り扱いについて」の通知を発出し、「有給の特別休暇とするとともに職員の休暇取得についても格段のご配慮をいただきたい」としています。一部の自治体では職免としているところもあることから、職免や通知で示された特別休暇とするよう求めていきます。

　⑤　これまでも医療従事者の災害派遣などが行われており、今回のコロナ禍にあっても同様の派遣が報告され、さらにはワクチン接種業務での集団接種会場等への派遣もおきています。厳しい状況下での対応ということではありますが、派遣する組合員の安全（通勤時の事故補償や、医療事故が起きた場合の責任等）と処遇（通勤費・手当等）について確認されたうえで派遣するよう求めていきます。
〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞

①　保育と教育の質を確保するため、少なくとも国が示している最低基準を上回る人員配置等を行い、必要な人員を確保すること。特に予算が確保されている３歳児の職員配置を20：１から15：１に改善すること（公立施設については交付税措置済）。また、民間施設の３歳児配置基準改善については、公定価格で加算対象となることから、未実施の施設に対して配置基準を改善するよう指導すること。


〔解　説〕
　2015年４月から子ども・子育て支援新制度が本格実施され、保育士の量的拡充と質の改善を行うために、消費税引き上げによる税収増を活用し、３歳児を担当する保育士の配置基準について子ども20人に保育士１人であったものを子ども15人に保育士１人へと改善がされています。2017年８月１日現在の道本部調査では15：１に改善されている施設は67％と、この間の取り組みの成果もあり改善が進んでいる状況ですが、未報告単組も多くあり、潜在的に20：１のままの配置となっている施設も多くあることが想定されます。改めて公立の場合は配置の有無に関係なく地方交付税措置がされていることを当局に訴え、改善につながる取り組みが求められます。
一方で、賃金・労働条件改善がされないことによる人員確保の課題や建物の規模の問題もあり、改善が進んでいない実態も報告されていることから、あわせて求めていく必要があります。
なお、民間保育所においては、改善後３歳児に配置改善加算を申請することとなっていることから、地方公共団体として改善にむけた指導等の対応を求めます。
　※　2021年度消費税増収分の内訳｛社会保障の充実3.89兆円［子ども・子育て支援新制度の着実な実施（地方分）3,541億円］＊上記の子ども・子育て支援新制度には、地方単独事業である公立施設分も含まれている｝
	

	参考１）国の配置基準（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号））

　　　　０歳児３:１、１～２歳児６:１、３歳児20:１、４～５歳児30:１

参考２）2016年３月23日の参議院総務委員会での江崎孝参議院議員（自治労組織内）の質疑（抜粋）

●江崎議員

　子ども・子育て支援新制度の質の改善として、保育所職員の３歳児の配置を20：１から15：１に改善できるよう財政支援措置が行われるようになっていますが、公立保育所の職員配置改善のために交付税措置されている費用が十分に配置改善されていないことから、一般財源で措置されている費用を確実に反映するよう自治体へ周知徹底すること。

●総務省地方財政局長

　交付税算定に認定されている児童一人あたりの単価に改善分が含まれており、引き続き、地方公共団体によく周知していく。

	


〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞
②　公立保育所・幼稚園・認定こども園の保育士等の処遇改善原資については、地方交付税で措置されていることから、会計年度任用職員の保育士等の処遇改善と人材確保をはかること。


〔解　説〕
⑴　保育士の処遇改善については、「社会保障の充実」として全職員を対象とした３％の処遇改善が実施されている（2015年度）。このほか、「社会保障の充実」とは別に、2017年度から全職員を対象とした２％の処遇改善を行うとともに、技能・経験に応じた月額４万円の処遇改善分が予算措置されています。
　※　2021年度における子ども・子育て支援の「量的拡充」と「質の向上」として、引き続き0.7兆円（国分2,985億円、地方分3,541億円）の財源が予算措置され、私立幼稚園・保育園等・認定こども園の職員給与の改善分（３％）が確保されている。
⑵　公立・民間を問わず、多くの保育所では保育士不足が大きな問題となっており、保育士不足を解消するためには、保育士の処遇改善が重要となります。
⑶　臨時・非常勤等職員の割合が保育では４割以上（全国保育協議会調査）、学童でも７割以上（2020自治労児童館・放課後児童クラブ（学童保育）実態調査）となっています。正規職員と会計年度任用職員の処遇の格差も顕在しており、保育労働者の確保と労働条件の維持改善にとっても危機的状況です。
⑷　まずは、処遇改善原資が地方交付税措置されていることを当局に認識させたうえで、具体的に保育士の処遇改善につなげるよう取り組みます。
正規職員では、等級別資格基準表の見直しを行うなど、より上位の級に昇格させる取り組みや、会計年度任用職員など非正規職員では、正規職員化や賃金などの処遇を改善するなど、離職防止と人材確保の観点からも取り組んでいくことが必要です。
⑸　近年、自閉症スペクトラムなどの発達障害と診断されたり、診断名がついていなくても、言葉のかけ方や集団行動などで特別な支援や配慮が必要な子どもが増えています。保育士が子どもの状態に応じて適切な対応ができるよう職員の加配を含めた人員配置が求められています。
	

	参考１）2017年３月７日衆議院総務委員会での近藤昭一議員(民進党、現在は立憲民主党)の質疑(抜粋)
●近藤議員

　2016年６月に閣議決定をされたニッポン一億総活躍プラン等を踏まえて、2017年度から保育園等に勤務するすべての職員に対して２％、月額でいうと６千円程度でありますけれども、処遇改善を行う、こういうふうに聞いております。

　さらに、技能、経験を積んだ保育士等に対する処遇改善については、園長および主任保育士を除く職員全体のおおむね三分の一を対象に、都道府県等が実施する研修を経た中堅職員、だいたい７年以上の経験年数だということでありますけれども、に対して月額四万円の処遇改善、また、園長および主任保育士を除く職員全体のおおむね五分の一を対象に、都道府県等が実施する研修を経た職員、経験年数でいうとおおむね三年以上、に対して月額五千円の処遇改善と言ったことを実施するとしています。

　この処遇改善加算について、公立保育所の保育士についてはどうなるのか。地方交付税において措置されることとなっているのか。また、盛り込まれるということであれば、２％、月額六千円程度のみであるのか、民間と同様、さらに中堅職員等の今申し上げました条件、勤務何年以上を目安として経験を積んだ、そうしたところの部分も交付税算定の対象になるのか、お聞かせをいただきたいと思います。

●富樫大臣政務官

　公立保育所の給与費を含む運営費は三位一体改革による税源移譲にあわせて、国庫負担金が一般財源化され、全額が地方負担となったことから、従来の国庫負担分も含めた地方負担の全額について、これまで適切に地方交付税措置を講じてきております。

　具体的には、地方交付税の算定上、公立保育所と私立保育所とを分けて、公立保育所については国庫負担金が一般財源化された分を上乗せして、実質的に私立保育所と同等の財政措置となるよう、在籍児童１人当たりの単価を設定、算定しております。

　平成29年においては、私立保育所について、２％処遇改善及びキャリアアップの仕組みの構築による追加的な処遇改善を反映して単価を拡充することとしており、公立保育所についても、私立保育所と同様の考え方で単価を拡充することとしておるところであります。

　なお、具体的な処遇については、それぞれの地方団体において、地域の実情等を踏まえて適切に判断されるものと認識しております。

●近藤議員

　ありがとうございます。

　そうすると、今質問させていただいた分については、実質的にきちっと処遇されるように交付税算定の対象として上乗せをしていく、こういうことでよろしいですか。端的に。よろしいですか。ありがとうございます。

	


	

	参考２）2017年11月24日衆議院厚生労働委員会での尾辻かな子議員（立憲民主党）の質疑

○尾辻委員

　それでは次、保育の質の向上ですけれども、子ども・子育て新制度がスタートした際に、質の向上策ということで恒久財源〇・三兆円を確保して実施予定だったものが、まだ実施されていないものがあります。三歳児はできていますけれども、一歳児の職員配置基準を六対一から五対一にするといったことや、四、五歳児の職員配置基準を三十対一から二十五対一ということはいまだ実施をされておりません。

　保育の質の確保のためにも、この達成はいつごろになるのか、見通しをお聞かせいただければと思います。

○加藤国務大臣

　当初、子育てに関して、充実として一兆円、そして、そのうち〇・七兆円を消費税の引き上げ分で充たり、残念ながら、〇・三兆円について財源の見通しがないまま今日まで来ているところでございます。その中で一部やっているものもあるわけでありますけれども、それらについても、我々、引き続き必要な財源を確保して取り組めるように努力をしていきたいというふうに思っております。

　ただ、今申し上げた、質を上げなきゃいけない、当然でありますけれども、並行して、先ほど御議論いただいているように待機児童の解消ということもございます。その辺もよく見ながら、しかし、最終的には質の向上もはかっていけるように努力をしていきたいと思っております。

○尾辻委員

　質の改善は非常に大事だと思っております。特に、これは達成するというもともと予定にあったものですから、しっかりやっていただきたいと思います。私たちは、質の改善、そして保育士さんたちの待遇改善、これがなくしては保育の充実はないと考えておりますので、これは通常国会でも引き続きお聞きをしたいと思っております。

	


	参考３）保育士等（民間）のキャリアアップの仕組み・処遇改善のイメージ（厚労省資料）

[image: image4.emf]



	参考４）保育士等の処遇改善の推移（国資料）

[image: image5.jpg]RELFDWLBHEDHT

(HER) +#11% +#912% +#13%
+HK4FA|+HEKRK4FA||+FRK4FH
18.0% (Rams o00m || (Asmmes, oom || (Ramar. ocom
+HRK4FH) +HRK4FH) +HK4F5H)
16. 0% ‘ ‘
e - RBRICEB LEEA S NEHE
14. 0%
L OREBR
IS IF—
12. 0% - = CHERBRR)
+#8 %
(A %26, OOOgFl) : BA=a—
10. 0% +#7% !
(B %821, 000M) 0. 7%m
8. 0% +#5 % RS ’ ’ CHRBIRER)
(F%&#915, 000F) maﬁa (BAE) .
6.0% 1 +#3%
(B %8#09, 000Mm)
4. 0% THCCEES
ZHLTAI ¢
(AEHEEHD)
2 0% - SHEBFHR
0. 0% |

s o5 264 7 g 0EE AR %%uy—nmg
(2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019)

X OBREFNE (ELREEHD) &, FM5, 6FECSVTE MRELFLEREHHHARE] CLYER
X BEEORBRKRESRERE. FHELORBLOKRSKER
¥ LEOBEXRL, EEEOFHICBITIREFXRLZEMBLLEFEZIOTHY, UFELEBE L EEBORERLBZER D,







〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞

③　幼児教育・保育無償化の実施にともなう待機児童の増加や保育士の労働環境の悪化、保育士不足等の課題を把握すること。また、保育の質の充実のため、保育士等の事務負担が軽減されるよう、作成書類の簡素化やICTを導入するなど対応すること。


〔解　説〕
2019年10月の消費税率引き上げに合わせて幼児教育・保育の無償化が実施され、現場の事務量が増加していることから、保育士が専門的業務に専念できるよう保育に直接的に影響を及ぼさない事務的作業等は保育士以外の者が行うなど事務職員の配置や所長の専任化、ＩＣＴ化等、保育士の処遇改善にむけた対策が求められています。
人員確保に苦慮する中で、定員を増加するのも困難な保育所も多くあり、無償化にともない待機児童が発生していることも考えられます。また、定員を増やし現場職員の努力によって成り立っている場合も想定されることから、低賃金や休憩、休暇が取れない、サービス残業が多いなどの保育現場での課題・実態を十分に把握し、安心して子育て・子育ちできるための幼児教育・保育の質の向上、保育士の労働条件改善にむけた対応を求める必要があります。
なお、無償化に必要な財源負担については、2020年度以降は、基準財政需要額に算入され、地方交付税措置されています。
従って、公立施設については、地方の負担割合が10/10となるため、民営化の動きが強まることに注意をしなければなりません。

	※幼児教育の無償化に係る国と地方の財源負担割合(内閣府子ども・子育て本部資料)
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〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞

④　放課後児童クラブ（学童保育）の受け皿を整備するため、放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業の活用など処遇改善をつうじて人材確保を行うこと。


〔解　説〕
⑴　2020年に自治労が実施した調査では、非正規職員の占める割合が学童保育では73％となっており、「子ども・子育て支援新制度」本格実施後も、放課後児童クラブ運営は非正規職員により支えられているのが実態です。また、同調査で非正規雇用労働者の賃金については、年収でみると200万円未満が放課後児童クラブ（学童保育）では全体の約60％近くとなっており、生活するための十分な賃金を得られていない実態が明らかになりました。また、多くの自治体で、「募集しても人が集まらない」「良い人材が集まらない」「職員が定着しない」「仕事量に対して職員数が不十分」等と、放課後児童クラブ（学童保育）に従事する職員の不足状況を不安視する声が多く出されています。
⑵　放課後児童クラブにおいては、2017年度、国において、人件費の状況等の運営実態を踏まえ、放課後児童クラブの安定的な運営や必要な職員の確保という観点から、運営費補助基準額の引き上げが実施されるとともに、勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善に要する費用を補助する仕組みとして、「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」が新設されました。道内でも18自治体でこの事業による補助を受け、改善がはかられています（2020年度「道政への要求と提言」での回答）。一方で各自治体の改善事業への理解度の低さや市町村負担1/3がネックとなり、なかなか活用が進んでいません。

不安定で低賃金な待遇にもかかわらず、対人サービスとしての高いスキルを要求され、重い責任を負わなければならない職場実態にあり、さらに受入れ対象が高学年まで拡大されたため、児童数は増加の一途をたどっていることから抜本的な賃金・労働条件の改善を求める取り組みが必要です。
	参考１）放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業

１．実施主体　市町村
２．2021年度国庫補助基準額

１支援の単位当たり年額①～③の合計額

　　① 129,000円(一人あたり)：放課後児童支援員

　　② 258,000円(一人あたり)：概ね経験年数５年以上の放課後児童支援員で、一定の研修を受講した者

　　③388,000円(一人あたり)：②の条件を満たす、概ね経験年数10年以上の放課後児童支援員で、事業所長(マネジメント)的立場にある者

　　※1支援の単位あたりの国庫補助基準額の上限額は904,000円

３．補助率　国1/3、都道府県1/3、市町村1/3
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〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞
⑤　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算を確実に取得し、介護労働者の賃金を改善して、人材確保をはかること。


〔解　説〕
⑴　これまでの介護職員処遇改善加算に加え、2017年８月に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」では処遇改善加算分を他の介護職員などの処遇改善にも充てられるように柔軟な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所における勤続年数10年以上の介護福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費1,000億円程度を投じ、処遇改善を行うこととされ、2019年10月から介護職員「等特定」処遇改善加算がスタートしています。
10月末時点で道内対象9,862事業所のうち5,416事業所（54.9%）で届け出がされており（2020年度「道政への要求と提言」での回答）、今春闘期に配分の交渉がされる事業所・労組もありますが、届け出にあたってそれぞれでの手続きが必要であり、届け出の簡素化を求めているところですが、各自治体・施設において確実に処遇改善加算の届出をさせ、介護職場全体の賃金改善・人員確保、全産業に比較し賃金水準の低い介護労働者総体の処遇改善につなげる取り組みを展開します。

	（参考資料）障害福祉サービス等報酬改定検討チーム資料　R2.11.12
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〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞

⑥　福祉事務所の生活保護現業員および査察指導員については、「標準」を上回る職員を配置すること。また、職員の配置にあたっては、必ず社会福祉主事を配置するとともに、無資格者については必ず資格取得に努めるようにすること。


〔解　説〕
ケースワーカーの配置基準は2000年度から実施された地方分権で法定基準から標準基準へと変わりましたが、１人当たり都市部80世帯、郡部65世帯という基準そのものは1950年から変っていません。その後の社会情勢の変化により事務処理量は大幅に増加していますが、生活保護の実施体制については、自治体の行財政改革と相まって、都市部を中心に配置基準が充たされておらず、ケースワーカーや査察指導員の負担が大きくなっています。また、生活保護受給世帯の増加とともに担当ケースは増え続けており、自立を支援するケースワークが充分に行えない状況にあります。さらに非正規ケースワーカーも増加しており、実施体制の改善と非正規ケースワーカーの処遇改善は、喫緊の課題となっています。
また、社会福祉主事の資格を持たない高卒初任者を配置する実態もあり、社会福祉法において生活保護現業員は「人格が高潔で思慮が円熟し社会福祉の推進に熱意がある社会福祉主事でなければならない」とされていることから、講習など任用資格取得にむけた仕組みや体制強化を求める必要があります。

なお、「令和元年の地方からの提案等に関する対応方針」において、厚生労働省はケースワーク業務の外部委託について、現行制度で外部委託が困難な業務については外部委託を可能とすることについて検討し、2021年度中に結論を得て、必要な措置を講ずるとし、まさに現在、その作業が進められています。
自治労は、それらを検討する基礎調査として厚生労働省から委託を受けている「今後の福祉事務所における生活保護業務の業務負担軽減に関する調査研究」の委員会において11月９日にヒアリング団体として生活保護業務の外部委託の問題点について、反対の立場で意見を述べてきました。要旨として、ケースワーク業務は、国民の権利義務に深く関係する公権力の行使・行政処分を伴い、保護の決定・実施は訪問・調査等と一体的に不可分として行われるものであり、外部委託は想定され得ない業務であること、外部委託よりも先にケースワーカーの十分な配置やデジタルDX等による事務処理の負担軽減が必要であることを強調し訴えましたが、引き続き省庁の内外に訴え、検討過程について今後も注視していく必要があります。

	

	 令和３年３月31日(事務連絡) 
厚生労働省社会・援護局保護課

保護の実施機関における業務負担軽減に向けた方策について

業務の外部委託について

（１）外部委託の考え方

現行法において、保護の決定又は実施に関わる、いわゆる公権力の行使に当たる業務について、民間事業者への外部委託（以下単に「外部委託」という。）を行うことは認められない。このことは、生活保護法（昭和25年法律第144号。以下「法」という。）第19条第４項において、保護の実施機関は「保護の決定及び実施に関する事務の全部又は一部を、その管理に属する行政庁に限り、委任することができる」とされていることからも明らかである。

他方、保護の実施機関においてケースワーカーが行う一連の業務には、保護の決定又は実施に関与せず、明らかに公権力の行使に当たらない業務が相当程度存在する。例えば、被保護者就労支援事業及び被保護者健康管理支援事業の事務の全部又は一部は外部委託が可能である旨が法に明記されているが、これら以外の業務についても、委託元と委託先との間に、作業における指揮命令系統が発生しないことを前提に、以下に挙げる業務については、外部委託が可能と考えている。

なお、「令和元年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和元年12月23日閣議決定）において、「現行制度で外部委託が困難な業務については、地方公共団体等の意見を踏まえつつ、外部委託を可能とすることについて検討し、令和３年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。」とされていることを踏まえ、引き続き必要な検討を行う予定であるので申し添える。

（２）事例１：通知書類等に係る封入封緘や発送等の事務について

毎月の定例処理によりシステムから一括発行される、保護決定通知書、医療券、調剤券、介護券、要否意見書、返還金納付書等に係る、封入封緘や発送といった事務については、当該事務のみを切り離して行うことを前提に、外部委託することが可能と考えられる。

また、法第29条に基づく調査や、戸籍調査に係る依頼書についても、調査対象や調査内容の決定から切り離され、単に封入封緘や発送といった事務のみを行う場合は、同様と考えて差し支えない。

（３）事例２：生活保護費の返還金等に係る収納事務について

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和２年法律第41号）の規定により、一部改正された法及び関係政省令が令和２年10月１日から施行されたことにより、生活保護費返還金等（法第63条の規定による返還金、法第77条の規定による徴収金、法第78条の規定による徴収金及び生活保護に起因する不当利得の返還金をいう。以下同じ。）の円滑な納付及び各福祉事務所の事務負担の軽減に資するよう、生活保護費返還金等の収納事務の私人委託が可能となっている。

この委託先については、コンビニエンスストアや資金決済事業者といった、収納業務に係るノウハウを持つ事業者が想定されるところであり、既に一部の自治体においては、コンビニエンスストアにおける収納に向けて準備作業を進めていると承知している。

なお、この改正により、法第78条の３の規定により私人委託を可能とした生活保護費返還金等の収納の事務については、単に返還義務者から生活保護費返還金等を受け入れる行為のみを指すものであり、例えば、行政処分として行われる生活保護費返還金等の決定、公売、差押え、督促、立入調査等を私人に委託することを可能としたものではないので、留意すること。

（４）個人情報の保護について

生活保護の受給に関する情報は、特に慎重に保護することを要する重要な秘密情報であることから、こうした外部委託の実施を検討する場合には、現行の個人情報保護法令上、個人情報保護条例に、受託した民間事業者及びその従業員に対する規制を追加し、罰則の対象とするなどの必要な規定の整備を行うなど、個人情報の保護に遺漏を生じることがないよう、特段の配慮と慎重な取扱いが必要と考えている。また、情報の他用途利用の禁止、委託業務の再委託の禁止、業務内容に限定した端末へのアクセス制限等、委託業務の内容に応じた情報の取扱方法を定めた上で委託契約に盛り込み、民間事業者に遵守させることを徹底することなどにより、情報の厳正な取扱いが確保されるよう、十分に留意されたい。

（※）なお、第204回通常国会に提出されたデジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律案において、地方公共団体の個人情報保護制度について法律で全国的な共通ルールを規定し、公布から２年以内に施行されることとされているため留意されたい。

	


〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞

⑦　生活困窮者自立支援事業における任意事業を実施すること。特に、子どもの学習支援・生活支援事業については、貧困の連鎖や児童虐待を予防するために有効であるため、他の事業に優先して実施すること。


〔解　説〕
⑴　生活困窮者自立支援事業について
　概要：生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化をはかるため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給などを行っている。

　　　　必須事業……自立相談支援事業、住居確保給付金（国庫負担３/４）

　　　　任意事業……就労準備支援事業、一時生活支援事業（国庫補助２/３）

　　　　　　　　　　子どもの学習・生活支援事業、家計相談支援事業、その他

　　　　　　　　　　必要な事業（国庫補助１/２）

＜道内の状況＞

道内における2020年度の任意事業実施状況については、実施予定も含め、就労準備支援事業20自治体（56％）、家計相談支援事業19自治体（53％）、一時生活支援事業７自治体（19％）、子どもの学習支援事業20自治体（56％）で一時生活支援事業を除き伸びがみられたものの、依然として全国平均を下回っています。

※2020年度の各事業の実施状況

	
	就労準備支援
	家計相談支援
	一時生活支援
	子どもの学習支援

	道内
	56％
	53％
	19％
	56％

	全国
	60％
	62％
	34％
	64％


	自治体名
	支援事業
	自治体名
	支援事業

	
	就労

準備
	家計

改善
	一時

生活
	学習

支援
	
	就労

準備
	家計

改善
	一時

生活
	学習

支援

	北海道
	
	
	〇
	〇
	赤平市
	
	
	
	

	札幌市
	〇
	〇
	〇
	〇
	紋別市
	
	〇
	
	〇

	函館市
	〇
	
	
	〇
	士別市
	
	
	
	

	小樽市
	〇
	〇
	
	〇
	名寄市
	
	〇
	
	〇

	旭川市
	〇
	〇
	〇
	〇
	三笠市
	
	
	
	

	室蘭市
	〇
	〇
	
	〇
	根室市
	
	〇
	
	〇

	釧路市
	〇
	
	〇
	〇
	千歳市
	〇
	〇
	
	〇

	帯広市
	〇
	
	
	〇
	滝川市
	
	
	
	

	北見市
	〇
	〇
	
	〇
	砂川市
	
	
	
	

	夕張市
	
	
	
	〇
	歌志内市
	
	
	
	

	岩見沢市
	〇
	
	
	〇
	深川市
	
	
	
	

	網走市
	
	
	
	
	富良野市
	〇
	〇
	
	

	留萌市
	
	
	
	〇
	登別市
	〇
	〇
	
	

	苫小牧市
	〇
	〇
	〇
	〇
	恵庭市
	
	
	
	

	稚内市
	〇
	〇
	
	
	伊達市
	〇
	〇
	〇
	〇

	美唄市
	〇
	
	
	
	北広島
	〇
	〇
	〇
	〇

	芦別市
	
	〇
	
	
	石狩市
	〇
	〇
	
	〇

	江別市
	〇
	〇
	
	
	北斗市
	〇
	〇
	
	


⑵　家計相談支援事業は、自立相談支援事業および就労準備支援事業との一体的実施により国庫補助が２/３となります。
⑶　子どもの学習・生活支援事業（居場所づくり）の必要性

　生活困窮世帯における子どもは、関わる大人が保護者のみで社会との関わりが希薄であるというケースが多く見受けられ、将来にわたり貧困の連鎖を生みやすいのが現状です。そのため、小中学生の段階から見守りと必要な支援を行うことで、子どもやその保護者の心身の安定、居場所づくりにつながり、つまずきや虐待等を未然に防ぐことができ、子どもに対する日常生活支援、養育支援、学習支援は効果的です。
　　また、児童虐待に関する指導措置では支援する側（行政や学校等）がアプローチしにくく拒まれる家庭であっても、学習支援という手段であれば受け入れられやすく、子どもや保護者・世帯に関わるための手法として極めて有効です。

　　しかし、生活困窮者自立支援法に基づく「子どもの学習・生活支援事業」の実施状況については、2020年厚生労働省委託調査によると、「実施」の割合が、都道府県では86.5％、基礎自治体では61.5％となっているなど、およそ４割程度の自治体が未実施となっています。
〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞

⑧　市町村児童相談窓口への専門職配置など人員体制強化を行うこと。また、児童虐待防止の役割が大きくなっている市町村の保健師について、正規職員も交付対象とされる子ども・子育て支援交付金における利用者支援事業の母子保健型等を有効活用しながら、増員をはかること。また、児童虐待防止対策体制総合強化プランですべての市区町村で設置することとされた子ども家庭総合支援拠点を設置し、相談体制を強化すること。


〔解　説〕
⑴　市町村においては、2016年の児童福祉法改正で「児童等に対する必要な支援を行うための拠点の整備に努めるものとする」、「要保護児童対策地域協議会の調整機関について、専門職を配置するものとする」、児童虐待についても法改正等を機に、市町村における体制強化と専門性の強化が講じられましたが児童虐待件数は年々増加の一途をたどり、厚生労働省のまとめによりますと、2020年度、18歳未満の子どもが親などの保護者から虐待を受けたとして児童相談所が対応した件数は全国で20万5029件に上がっています。虐待の対応件数は統計を取り始めた1990年度以降増え続けていて、昨年度は前の年度より1万1249件、率にして5.8％増えて過去最多を更新しています。
　虐待の内容別にみると、最も多かったのは、暴言をはいたり、子どもの目の前で家族に暴力を振るったりする「心理的虐待」で12万1325件（59.2％）に上り、前の年度より1万2207件、率にして11.2％増えています。
　次いで殴るなどの暴行を加える「身体的虐待」が5万33件（24.4％）、子どもの面倒をみない「ネグレクト」が3万1420件（15.3％）、「性的虐待」が2251件（1.1％）となっています。
　また児童相談所への相談の経路では、警察などからの通告が増えて10万3619件（50.5％）となり、最も多くなっています。
⑵　2018年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受け、取りまとめられた「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」に基づき、児童相談所・市町村の更なる体制・専門性強化にむけ、児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議は、対象期間を2019年度から2022年度とした「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」を12月に策定し、市町村の体制強化として、子ども家庭総合支援拠点と要保護児童対策地域協議会を2022年度までに全市町村で設置、専門性の強化として、要保護児童対策地域協議会調整機関に配置される常勤の調整担当者について、2016年改正法により義務化された調整担当者研修の着実な実施等による専門性の確保を求めていることからも、人員増を含めた着実な体制・専門性の強化を求めます。

さらに、2019年６月に改正児童虐待防止法と改正児童福祉法が成立し、懲戒権は今後の検討とされましたが、体罰禁止が明文化されました。体制強化の面では「介入」と「支援」を担当する職員を分け、介入機能を強化するなど児童相談所の機能分化がはかられました。転居後も切れ目ない支援を続けるため、児童相談所や関係機関の間での速やかな情報共有などが盛り込まれており、法改正を契機に確実な人員確保と専門性の確保がはかられるよう求めることが必要です。

⑶　新たに保健師を配置する際には、子ども・子育て支援交付金の利用者支援事業（母子保健型）も有効に活用しながら増員を求めることとします。

配置にあたっては正規職員か否か、自治体職員か民間職員かに関わらず、新たに保健師等の専門職員を雇うことによる人員体制の整備、利用者支援事業に携わる保健師等を配置することが交付の要件とされています。

また、必ずしも新たに雇った保健師等をそのまま利用者支援事業担当として配置せず、新規採用保健師等を別部署に配置し、従前から勤務している保健師等を利用者支援事業担当として配置する場合も人件費が交付されます。

〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞

⑨　社会福祉施設における医療行為の提供にあたっては、必要とする専門職・人員および連携体制を確保すること。


〔解　説〕
介護職員の医療行為については喀痰の吸引等、一定の研修を受けた者が行うことができ、その分の評価は介護報酬の事業所評価加算となります。
自治労は介護職員の医療行為に対する評価が低いこと、事故との際の責任の所在の不明確さを指摘してきました。また、行為者個人の手当等に反映するよう求めてきました。
本来、医療行為は医療職が行うものであり、十分な医療行為を提供するには医療職種の充実を求めていく必要があります。
〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜社会福祉協議会職員および介護労働者等の処遇改善＞
①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並に改善すること。

②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。

③　介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算により、介護労働者の処遇改善をはかるとともに、人材確保をはかること。


〔解　説〕
⑴　社会福祉協議会職員は、私たち自治体職員と連携しながら、福祉分野の業務に携わる身近な仲間です。しかし、賃金・労働条件を見ると、大半は劣悪な状況に置かれているのが実態です。
　社会福祉協議会職員との交流を深め、介護報酬のプラス改定にむけた対策と介護職員処遇改善加算により、賃金面や職場人員配置の充実をはかるとともに、慢性的なサービス残業など、職場課題の明確化・解決にむけともにたたかう体制作りが求められます。

⑵　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定改善加算については⑤を参照。

〔要　求〕
	３－⑵　福祉提供体制の確立
＜新型コロナ関係＞
①　医療・福祉・交通などの地域公共サービスを維持・継続するために新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用するなど自治体としての財源確保を行うこと。またその際は、現場のニーズを充分に把握するなど、適切に新型コロナウイルス感染症への対策に活用すること。
　　②　コロナ禍における自然災害などの緊急事態を考慮した人員配置の見直しや、職員増などによる体制の強化を早急に行うこと。

　　③　医療・福祉従事者などへの新型コロナウイルス感染症に関する差別・偏見について、住民に適切な理解を求めるため、啓発活動などを行うこと。

④　消毒などの感染症対策や健康管理など、業務負担が増えていることから、労働実態に見合う処遇や労働環境の改善をはかること。


〔解　説〕
⑴　コロナ禍において、公共サービスの重要性は広く認知されたが、「災害大国」日本において、緊急事態が起きた際、住民の命やくらしを守るという、地方自治体の基本的役割を果たすためには、公共サービスを担う人員の確保や設備のさらなる充実が必要であり、そのための財源確保を求めます。
⑵　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について

　　概要：地方公共団体の新型コロナ対策への取り組みを支援するため、全都道府県・全市町村を対象に交付金措置を行うものです。2020年度の３度の補正予算と予備費からの支出で、これまで8.4兆円が措置された。2021年補正予算では、「第６波」に備えた飲食店への協力金やＰＣＲ検査の支援として、6.8兆円の上積みが措置されています。
〔要　求〕
	

	３－⑶　委託先民間労働者等
①　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金および労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

②　業務委託に関する入札にあっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。

③　最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタイム労働法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。

④　委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。
⑤　委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底をはかること。

	


〔解　説〕
⑴　「自己責任」という名のもとに、公共サービスが「安上がり」だけを求めて民営化されるなど市場に委ねられ、切り捨てられてきました。財政再建が最優先され、医療、生活保護、障がい者支援など社会保障や就労支援予算も抑えられた結果、国民の暮らしが危機的な状況にあっても、それを支えるセーフティネットはすでに失われています。生活の安心・安全が確保され、人々のニーズに合い、必要とする誰もが利用できる公共サービスの実現をめざし、2009年５月施行された公共サービス基本法を活用した取り組みが必要となります。
⑵　公契約条例
ⅰ) 公契約条例（法）は、昭和24年のILO総会で採択された「公契約における労働条項に関する条約（94号条約）第１条～第６号」を基に制定運動を進めています。

　この94号条約は、他の主要なILO条約と異なり、労働条件を設定するための条約ではなく、「労働条件を低下させてはならない」「一般の条件より低くしてはならない」「その地域内に、他の地域から低賃金の労働者をもってきてはならない」という条約です。この条約は、現在58ヵ国で批准されていますが、日本政府はいまだに批准していません。

　公契約条例（法）を簡単にいうと「公共工事について労働者の賃金・労働条件を決めて、役所と受注者の契約上の約束として義務づけることにより、その内容が実際に現場労働者に適用される」条例です。

　公契約法は、直ちに賃金を引き上げるものではなく、まず地域に賃金相場を形成し、今後の賃金引き上げ、労働条件改善にむけた基礎的役割をはたすものとして位置づけています。

ⅱ) 2009年９月、全国初の公契約条例が、千葉県野田市議会で可決・成立されて以降、全国49の県・市・町・特別区で制定(賃金条項あり21自治体、賃金条項なし28自治体)されています（2018年６月１日現在）。
　条例が制定された自治体に共通していることは、事業者団体等と合意形成し、議会ではほぼ全会一致で可決していることです。公契約条例の制定は、世論喚起とともに関係団体との合意形成を進め、入札制度改革とあわせて取り組みを進める必要があります。

ⅲ) 北海道での公契約条例の制定状況は、札幌市において2013年10月に否決されましたが、旭川市では、2016年12月に「旭川市における公契約の基本を定める条例」(賃金条項なし)が制定されています。旭川市における道内初の公契約条例の制定を契機に、道内における条例制定にむけた機運を高めるため、連合北海道に「公契約条例を社会に広げることをめざすワーキングチーム(WT)」が設置されています。道本部としてもこのWTに参画しています。
⑶　総合評価入札制度
　価格だけで入札を決定するのではなく、価格以外の要素である「公正労働基準」「環境への配慮」「障害者の法定雇用率」「男女平等参画の取り組み」などを含めて、総合的に評価し、発注者である自治体にとって最も有利な者を落札者とする方式です。

　自治体については、自治省（現総務省）が1999年２月に、地方自治法施行令を改正したことで、一般競争入札で総合評価方式の導入が可能となりました。

　このため、各地の自治体で、価格以外の要素を評価項目に追加する動きが出ています。

ⅰ）横浜市では「指名停止等措置要綱運用基準」に該当するとして、不当労働行為をして組合を潰した企業を指名停止処分とした事例があります。

ⅱ）大阪府では、庁舎清掃の入札では、知的障害者や母子家庭の母親の雇用人員を評価項目に盛り込んでいます。

ⅲ）福岡県福間町では、「男女がともに歩むまちづくり条例」を制定し、入札への参加を希望する業者に対し、男女平等参画の推進状況の届出を義務づけています。

ⅳ）北海道では、「障がい者就労支援企業認証制度」の創設にあわせて、保健福祉部の一部の業務において価格要素のほかに技術的評価等の項目として、障がい者就労支援貢献要素を加えた総合評価入札制度を2009年度より導入しています。その他、道内35市を対象に行われた「連合北海道公契約条例ＷＴの道内全市自治体調査（以下、ＷＴ調査）」では一般競争入札で14市、指名競争入札で３市が導入しています。
⑷　最低制限価格制度
　地方自治法施行令第167条の10第２項の規定に基づき、工事又は製造その他についての請負の契約の入札において、契約内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ最低制限価格を設けて、予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者であっても、最低制限価格を下回る場合には、これを落札者とせず最低制限価格以上で最低の価格をもって入札した者を落札者とする制度で、ＷＴ調査では28市が導入しています。

一定の基準額を下回る入札があった場合に適正な工事の施工が可能かどうかの疑義が生じるため、入札の積算根拠等について調査を行う低入札調査制度は「ＷＴ調査」では23市で導入しています。
⑸　委託が行われている自治体では、行政として委託先の賃金・労働条件を把握させ、少なくとも法令違反がないよう指導させる等、行政責任を追及する必要があります。

ⅰ）労働保険・社会保険の加入

ⅱ）労働基準法・労働安全衛生法・最低賃金法などの諸法令の遵守

　　特に労働安全衛生に関しては、清掃職場で死亡事故も発生していることもあり、厳しく対応することとし、けがや感染症・交通事故、腰痛等の防止のため、「清掃事業における労働災害の防止について」（平成５年３月２日基発第123号）を、最低の基準として守らせます。
	

	社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例(案)
（前　文）
○市（以下、適宜○町または○村と読み替える。）は戦後経済成長を通じて豊かさを追求してきた。将来にわたって真の豊かさを実現するためには、環境、福祉、男女平等参画、公正労働等の社会的価値においてなお一層の増進に努めなければならない。そして市は、よりよい地域社会を実現するために、みずから地域社会の先頭に立って努力するべき責任を負っている。同時に社会的価値を実現するためには、市、事業者、市民の協力が不可欠である。そしてそのような協力によって、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約を社会的価値の実現のために有効な手段として活用することができる。市が事業者と結ぶ契約は、何より経済的に市にとって有利でなければならないが、それだけではなく市が目指す社会的価値の実現にいかに寄与するかが多面的な角度から検討され、総合的に判断される必要がある。
この条例は、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約が社会的価値を実現するために有効な手段であることを明らかにするとともに、その基本理念を定め、取組みを推進するために制定する。
（目　的）
第１条　この条例は○市（以下単に「市」という。）が特に重要な社会的価値として認め、その実現を目指す環境、福祉、男女平等参画、及び公正労働等について、市、事業者及び市民の責務を明らかにし、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約についての基本理念を示し、並びに市が事業者と結ぶ契約についての手法を定め、もって地域社会の成員がお互いに協力連携しつつ社会的価値の実現にあたることを目的とする。
（定　義）
第２条　この条例において「社会的価値」とは、地域社会に生きる人々にとってきわめて重要でありながら、福祉や男女平等参画のように事業者の通常の事業活動によっては増進されることが期待されない社会的価値又は環境のようにかえって侵害される危険性のある社会的価値をいう。

（基本理念）
第３条　市及び事業者は、市と事業者が結ぶ契約が、環境、福祉、男女平等参画、及び公正労働基準等の社会的価値の実現に向けて有効な手法であることをふまえ、契約の締結及び履行に際して社会的価値の実現に努めなければならない。
（市長の責務）
第４条　市長は、前条の基本理念にのっとり、売買、貸借、請負その他の契約に際して、市が目指す社会的価値の実現を考慮するものとする。
（事業者の責務）
第５条　事業者は、第３条の基本理念にのっとり、その事業活動を通じ、常に社会的価値の実現に努めるものとする。
２．事業者は、市が社会的価値を実現するために取る手法に協力するよう努めなければならない。
（市民の責務）
第６条　市民は、自らの行動により、常に社会的価値の実現に努めるものとする。
２．市民は、自治体が社会的価値を実現するために取る手法に協力するよう努めなければならない。

（報　告）
第７条　市長は、第４条の責務を果たすため、市との売買、貸借、請負その他の契約を求める事業者に対して社会的価値の実現を目指す取組みに関する報告を求めることができる。
（入札参加資格）
第８条　市長は、地方自治法施行令（昭和22年５月３日政令第16号）第167条の５の規定により、あらかじめ、契約の種類及び金額に応じ、工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況を要件とする資格を定めようとする場合には、社会的価値の実現に関する事項に配慮するものとする。
（公　表）
第９条　市長は、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約の状況についての情報を定期的に公表するものとする。
（契約調査審査会）
第10条　市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約について、履行状況その他の重要事項を調査及び審議するため○市契約調査審査会を置く。
２．前項の審査会について必要な事項は規則で定める。
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